
 

 

 

   地方独立行政法人大牟田市立病院第４期中期計画 

 

 平成２２年４月、地方独立行政法人大牟田市立病院（以下「法人」とい

う。）は、住民の健康の保持及び増進に寄与することを目的として設立され、

第１期及び第２期中期計画期間においては、７対１看護体制の確立、地域医

療支援病院の承認、増改築事業を通じた診療機能の充実や救急専門医の確保

等を実現した。こうした取組と健全経営を維持してきたことが評価され、平

成３０年度に「自治体立優良病院総務大臣表彰」を受賞することができた。 

 第３期中期計画期間における取組の成果としては、診療特性に応じた病棟

全体の再編を行い、入院患者数に応じた最適な病床規模への変更を行ったほ

か、施設・設備の長寿命化を図るため大規模修繕工事を実施したことなどが

あげられる。併せて、令和２年度以降の新型コロナウイルス感染症への対応

については、院内の感染防止に努めるとともに、通常診療への影響を最小限

にしながら、患者の入院受入れを行うなど、地域の医療水準の維持に貢献し

てきたところである。 

 第４期中期計画においては、地域における人口減少や少子高齢化、医療を

担う人材の確保等の問題、医師の働き方改革等の医療政策の変化に対応し、

高度で専門的な医療、がん診療、救急医療、母子医療などを提供するほか、

新興感染症への対応など、当院が地域から求められている医療機能の充実に

取り組んでいく。また、地域医療構想における医療機能分化、地域医療連携

の更なる推進に努め、地域包括ケアシステムを踏まえて、関係機関等とこれ

まで以上に密な連携を図っていくこととする。 

 加えて、新型コロナウイルス感染症により生じた患者の受療行動の変化等

に対応しながら、医業収益の回復に努め、更なる経営の効率化にも取り組ん

でいく。 

 「良質で高度な医療を提供し、住民に愛される病院を目指す」という法人

の基本理念のもと、第４期中期計画における行動指針は次のとおりとする。 

○安心・安全な医療の提供と断らない医療の提供に努める。 

○公的中核病院として急性期医療を提供する。 

○高度で専門的な医療を実践する。 

○地域包括ケアシステムを踏まえた地域連携の推進に努める。 

○次世代の医療人の育成や医学・医療技術の研修・研さんに努める。 



 

 

○持続可能な経営基盤の確立に努める。 

 こうした観点に基づき、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号。

以下「法」という。）及び地方独立行政法人大牟田市立病院定款（平成２２

年３月２６日認可）の趣旨にのっとり、第４期中期目標を達成するため地方

独立行政法人大牟田市立病院第４期中期計画を次のとおり定める。 

 

第１ 中期計画の期間 

   第４期中期計画の期間は、令和４年４月１日から令和８年３月３１日

までの４年間とする。 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

 １ 良質で高度な医療の提供 

  (1) 患者本位の医療の実践（重点） 

   ① インフォームド・コンセント（説明と同意）の徹底 

     個々の患者が、自らが受ける医療の内容を納得し、治療法を選択

できるように、インフォームド・コンセントの徹底に努める。 

   ② 患者･家族の意思を尊重した医療の提供 

     ＡＣＰ ※（アドバンス・ケア・プランニング）など患者･家族の

意思決定支援に係る取組を強化し、患者･家族の生活を尊重した医

療の提供を行う。 

    ※ＡＣＰ：人生の最終段階における医療・ケアについて、前もって

考え、家族や医療・ケアチーム等と繰り返し話し合い、

共有する取組 

   ③ チーム医療の推進 

     チーム医療の推進を図り、患者の状況に的確に対応した医療を提

供する。 

   ④ 接遇の向上 

     患者・来院者や住民が満足する病院であるために、接遇研修等の

実施とその実践により接遇の向上を図る。 

 目標値 

項目 令和２年度実績 令和７年度目標値 



 

 

新入院患者数 ６，３９９人 ７，４４６人 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 

紹介状持参患者数 ９，５０８人 

入院患者満足度調査（診察面） ８３．６点 

入院患者満足度調査（接遇面） ８３．２点 

入退院支援件数 ２，５４９件 

  (2) 安心安全な医療の提供 

   ① 医療安全対策の充実 

     院内で発生するインシデント（患者に何らかの被害を及ぼすには

至らなかったものの注意を喚起すべきヒヤリ・ハット事例）につい

て報告する組織風土を醸成するとともに、その内容を分析し改善に

向けた対策を徹底することで、医療安全対策の充実を図る。 

   ② 院内感染対策の充実 

     院内サーベイランス（院内感染管理活動）等を通じ院内感染の防

止に努めるとともに、地域の医療機関などとの感染に関する情報共

有等を行う。 

 目標値 

項目 令和２年度実績 令和７年度目標値 

院内研修会の開催 

（医療安全に関するもの） 
５回 ５回 

院内研修会の開催 

（感染に関するもの） 
１０回 １０回 

 関連指標 



 

 

項目 令和２年度実績 

インシデントレポート報告件数 ８３７件 

  (3) 高度で専門的な医療の実践 

    高度医療機器を計画的に更新・整備するとともに、医療スタッフの

専門資格取得の促進を図ることにより、最新の治療技術を導入するな

ど、高度で専門的な医療を実践する。また、良質で高度な医療の提供

のため、臨床研究にも積極的に取り組み、医学の発展に貢献する。 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 

手術件数 

（手術室施行分） 
２，６３１件 

全身麻酔件数 

（前掲の手術件数の内数） 
１，０６８件 

内視鏡治療件数（上部消化管） ２１６件 

内視鏡治療件数（下部消化管） ４７４件 

血管造影治療件数（頭部） ６５件 

血管造影治療件数（腹部） ８２件 

  (4) 快適な医療環境の提供 

    患者や来院者により快適な環境を提供するため、院内環境の改善に

取り組む。 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 



 

 

入院患者満足度調査 

（院内施設面） 
７７．１点 

入院患者満足度調査 

（病室環境面） 
７７．７点 

  (5) 保健医療情報等の提供 

    保健医療に関する専門的な知識を公開講座の実施やホームページ等

により情報発信するなど普及啓発活動を実施する。 

 目標値 

項目 令和２年度実績 令和７年度目標値 

市民公開講座開催回数 ※１ ０回 １２回 

   ※１ 令和２年度については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

防止の観点から、計画していた全ての開催を中止とした。 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 

出前講座開催回数 ６回 

  (6) 法令の遵守と公平性・透明性の確保 

    公立病院にふさわしい行動規範と職業倫理を確立するため、関係法

令や内部規定を遵守することはもとより、公平性・透明性を確保した

業務運営を行う。診療録等の個人情報の保護やそれらの情報開示、ま

た、情報公開については、大牟田市の関係条例等に基づき適切に対応

する。 

 ２ 診療機能を充実する取組 

  (1) がん診療の取組（重点） 

    「地域がん診療連携拠点病院」として、地域において質の高いがん

診療を提供し続けるために、がん診療の専門スタッフの育成を図ると

ともに、手術や化学療法及び放射線治療等の効果的な組合せと、より

体に及ぼす負担や影響が少ない治療に積極的に取り組む。また、がん



 

 

治療に関する支援体制を充実させるほか、緩和ケアに係る診療体制の

充実を図る。さらに、がんに関する地域の医療従事者を対象とした研

修や、連携パス（地域医療連携治療計画）を使った治療に取り組み、

地域のがん診療の水準の維持向上を図る。 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 

がん手術件数 

（前掲の手術件数の内数） 
 ４３８件 

放射線治療数 ２，９４８件 

化学療法件数 ２，８０７件 

経口抗がん剤処方件数 ２，０５０件 

がん退院患者数 １，９４５件 

がん相談件数 ６７６件 

キャンサーボード症例数 ２０６例 

  (2) 救急医療の取組 

    急性期医療を担う地域の中核病院として、地域住民の救急医療への

ニーズに応えるため、２４時間３６５日救急医療の提供を行う。また、

救急専門医及び救急看護認定看護師を中心に医療スタッフのレベルア

ップを図るなど、救急医療の更なる質の向上に取り組む。特に、急性

心筋梗塞や脳卒中など緊急かつ重篤な患者の受入れについては、体制

強化できるよう引き続き最大限の努力を行う。 

    なお、大牟田市立病院で対応が困難な３次救急については、久留米

大学病院や聖マリア病院等の救命救急センターと緊密に連携し、必要

な処置を行い、搬送等により、迅速かつ適切な対応を行う。 

    救急隊との症例検討会あるいは救急蘇生講習会などの開催により、



 

 

地域の救急医療水準の向上を図る。 

 目標値 

項目 令和２年度実績 令和７年度目標値 

救急 車搬 送患 者か らの

入院患者数 
１，１９０人 １，３４２人 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 

救急車搬送患者数 １，７４６人 

救急症例検討会開催回数 ４回 

  (3) 母子医療の取組 

    産科医療においては、安心して出産できる環境づくりの推進のため、

小児科との協働や総合周産期母子医療センター等との密な連携を図る

ほか、育児不安や産後うつ予防のため、必要に応じて行政との情報共

有を行う。また、医師や助産師を中心とした地域の医療スタッフが合

同で行う研修会を実施するなど、地域の産科医療水準の向上に寄与す

る。 

    小児医療においては、地域医師会と共同で行う平日時間外小児輪番

制事業の継続に貢献し、夜間における小児救急ニーズに対応するとと

もに、２次救急及び入院医療を中心に地域の中核病院としての役割を

果たす。 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 

ハイリスク分娩件数 ３３件 

小児新入院患者数 ３４１人 

  (4) 災害等への対応 



 

 

    災害時には「災害拠点病院」としての役割を果たせるよう事業継続

計画を適宜見直すとともに、定期的な災害対応訓練の実施など災害拠

点病院としての機能充実を図る。また、大規模災害が発生した場合に

は、災害派遣医療チームを派遣する等の医療救護活動の支援に努める。 

  (5) 感染症への対応 

    新興感染症※等の感染拡大時には、県からの協力要請に基づき、患

者の受入れを適切に行うとともに、平時より病院全体で対応できる体

制を整備するなど、感染症対策の強化に努める。 

   ※新興感染症：かつて知られていなかった、新しく認識された感染症

で、局地的あるいは国際的に公衆衛生上問題となる感

染症 

 ３ 地域医療連携の取組 

  (1) 地域医療構想における役割の発揮 

    「地域医療支援病院」として、紹介患者の積極的な受入れを行うと

ともに、「地域医療構想」等において地域から求められる医療機能の

充実を図るため、必要に応じ医療機能の転換について検討を行うほか、

医療機器の共同利用等の推進を行う。 

 目標値 

項目 令和２年度実績 令和７年度目標値 

紹介率 ９１．７％ ８０．０％ 

逆紹介率 １１２．３％ ９０．０％ 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 

地域医療機関サポート率 ※２ ８７．４％ 

 ※２ 地域医療機関サポート率＝二次医療圏内で紹介を受けた医科医療機

関数／二次医療圏内医科医療機関数 

  (2) 地域包括ケアシステムを踏まえた取組 

 



 

 

    「地域包括ケアシステム」の理念を踏まえ、住民が住み慣れた地域

で長く安心して暮らせるよう、地域の医療機関及び介護事業所等とも

情報共有を推進し、更なる連携の強化に努める。 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 

地域連携パス利用件数 １９８件 

介護支援連携指導件数 ９４件 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措

置 

 １ 人材の確保と育成 

  (1) 病院スタッフの確保（重点） 

   ① 医師の確保 

     質の高い医療を提供していくために、医師及び臨床研修医の確保

に努める。 

   ② 多種多様な専門職等の確保 

     質の高いチーム医療を提供していくために、優秀な看護師や専門

職等の確保に努める。 

  (2) 研修及び人材育成の充実 

   ① 教育・研修制度の充実 

     職務、職責に応じた階層別研修やテーマごとに開催する院内研修

会の充実を図るとともに、院外の研修等も活用しながら職員の資質

の向上を図る。また、職員の学会参加や論文発表を推進し、各種認

定資格等の取得支援を行うことなどにより、専門知識・スキルを有

した人材の育成を図るほか、病院を取り巻く外部環境の変化に柔軟

に対応できる人材の育成に努める。 

   ② 教育・研修の場の提供 

     教育機関等からの実習受入れを行い、将来の医療を担う人材の育

成や地域医療水準の向上に貢献する。 

   ③ 事務職員の専門性の向上 

 



 

 

     病院運営に必要な専門知識や経営感覚に優れた人材を育成する。 

 ２ 収益の確保と費用の節減 

  (1) 収益の確保 

    新型コロナウイルス感染症により生じた患者の受療行動の変化等に

対応しながら、医業収益の回復に努める。また、院内の連携を推進し、

効率的な病床管理や適切な施設基準の取得を行うとともに、医療資源

の有効活用を図りながら、適正な医業収益の確保に努める。 

 目標値 

項目 令和２年度実績 令和７年度目標値 

入院単価 ５７，１２５円 ５９，０００円 

病床稼働率 ６９．０％ ７９．７％ 

新入院患者数（再掲） ６，３９９人 ７，４４６人 

平均在院日数 ※３ １１．６日 １１．５日 

外来単価 １７，１５２円 １７，７００円 

 ※３ 診療報酬算定における除外患者も含めた全ての入院患者の値 

  (2) 費用の節減 

    業務の効率化や職員の費用節減意識の醸成を図り、材料費及び経費

の更なる節減に取り組む。 

 目標値 

項目 令和２年度実績 令和７年度目標値 

材料費比率 ※４ ２１．４％ ２１．４％ 

経費比率 ※５ ２２．１％ ２０．６％ 

 ※４ 材料費比率＝材料費／医業収益 

 



 

 

 ※５ 経費比率＝（経費（医業費用）＋経費（一般管理費））／医業収益 

 ３ 経営管理機能の充実 

  (1) 経営マネジメントの強化 

    病院の業務を効率的かつ効果的に運営するため、組織内における適

切な権限委譲と責任の明確化のうえ、病院長及び各部門の長がリーダ

ーシップを発揮し、相互の連絡調整を図り、効率的かつ効果的な経営

マネジメント体制の充実を図る。 

  (2) 継続的な業務改善の実施 

   ① 柔軟な人員配置及び人事給与制度の見直し 

     病院の業績や社会情勢の変化を考慮し、人員配置及び人事給与制

度の見直しを適宜行い、職員のモチベーションの維持・向上を図る。 

   ② 病院機能の充実 

     令和５年度に予定する公益財団法人日本医療機能評価機構による

「病院機能評価」の６回目となる認定更新に取り組むとともに、病

院機能の向上を図るため、病院機能評価のより高い基準を目指して

継続的に業務改善に取り組む。 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 経営基盤の強化 

  (1) 健全経営の維持及び継続 

    中期目標期間における損益計算の４年間の合計において、経常収支

比率１０２％以上とすることを目指し、医業収支の改善に努める。 

 目標値 

項目 令和２年度実績 令和７年度目標値 

経常収支比率 ※６ １０３．６％ １００．１％ 

医業収支比率 ※７ ９０．７％ ９９．０％ 

職員給与費比率 ※８ ５９．７％ ５２．３％ 

 ※６ 経常収支比率＝（営業収益＋営業外収益）／（営業費用＋営業外費

用） 

 



 

 

 ※７ 医業収支比率＝医業収益／医業費用 

 ※８ 職員給与費比率＝（給与費（医業費用）＋給与費（一般管理費））

／医業収益 

  (2) 設備投資に向けた財源の確保 

    高度医療機器の更新、施設の補修及び設備の更新等に備え、財源の

確保に努める。 

 関連指標 

項目 令和２年度実績 

自己資本比率 ※９ ４２．４％ 

 ※９ 自己資本比率＝純資産／（負債＋純資産） 

第５ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 １ 予算（令和４年度から令和７年度まで） 

            （単位 百万円） 

区 分 金 額 

収入 

 営業収益 

  医業収益 

  運営費負担金 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金 

  その他営業外収益 

 臨時利益 

 資本収入 

  運営費負担金 

  長期借入金 

  その他資本収入 

 その他の収入 

  

 ３１，４２５ 

 ２９，５４１ 

  １，７７２ 

    １１２ 

    ２１８ 

     ６３ 

    １５５ 

      ０ 

８７０ 

      ０ 

    ８７０ 

      ０ 

      ０ 

 



 

 

 計  ３２，５１３ 

支出 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   研究研修費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

 資本支出 

  建設改良費 

 

 ２８，０５１ 

 ２７，３３０ 

 １４，７９０ 

  ６，９６３ 

  ５，４５８ 

    １１９ 

    ７２０ 

     ９３ 

      ０ 

４，１３４ 

  １，９４２ 

  償還金 

  その他の資本支出 

 その他の支出 

 計 

  ２，１９２ 

      ０ 

      ０ 

 ３２，２７８ 

 （注１） 計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

 （注２） 期間中の診療報酬改定、給与改定及び物価の変動は考慮してい

ない。 

 （人件費の見積り） 

  総額１５，４６２百万円を支出する。この額は、法人の役職員に係る報

酬、基本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当するものである。 

 （運営費負担金の繰出基準等） 

  運営費負担金については、総務省が発出する「地方公営企業繰出金につ

いて」（総務省自治財政局長通知）に準じ算定した額とする。 

  また、長期借入金等元利償還金に充当される運営費負担金等については、

経常費助成のための運営費負担金とする。 

 ２ 収支計画（令和４年度から令和７年度まで） 

             （単位 百万円） 

区 分 金 額 

 



 

 

収益の部 

 営業収益 

  医業収益 

  運営費負担金収益 

  補助金等収益 

  資産見返運営費負担金戻入 

資産見返補助金戻入 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

 臨時利益 

 ３１，６９３ 

 ３１，４８６ 

 ２９，４７２ 

  １，７７２ 

     ９３ 

    １１４ 

１８ 

     １８ 

    ２０７ 

     ６３ 

    １４４ 

      ０ 

費用の部 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   減価償却費 

   研究研修費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

 ３０，８２１ 

 ３０，５１９ 

 ２９，７９３ 

 １４，７９０ 

  ６，３３０ 

  ６，０１５ 

  ２，５４９ 

    １０８ 

    ７２５ 

    ３０２ 

      ０ 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

    ８７２ 

      ０ 

    ８７２ 

 （注） 計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

 ３ 資金計画（令和４年度から令和７年度まで） 

            （単位 百万円） 

区 分 金 額 

資金収入 ３４，５８３ 

 



 

 

 業務活動による収入 

  診療業務による収入 

  運営費負担金による収入 

  その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

  運営費負担金による収入 

  その他の投資活動による収入 

 財務活動による収入 

  長期借入れによる収入 

  その他の財務活動による収入 

 前期中期目標の期間からの繰越金 

３１，６４３ 

２９，５４１ 

 １，８３５ 

   ２６８ 

     ０ 

     ０ 

     ０ 

   ８７０ 

   ８７０ 

     ０ 

 ２，０６９ 

資金支出 

 業務活動による支出 

  給与費支出 

  材料費支出 

  その他の業務活動による支出 

 投資活動による支出 

  有形固定資産の取得による支出 

  その他の投資活動による支出 

 財務活動による支出 

  長期借入金の返済による支出 

  移行前地方債償還債務の償還による支出 

  その他の財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金 

 ３４，５８３ 

 ２８，１４４ 

 １５，４６２ 

  ６，９６３ 

  ５，７１９ 

  １，９４２ 

  １，９４２ 

      ０ 

  ２，１９２ 

    ７５５ 

  １，４３７ 

      ０ 

  ２，３０５ 

 （注） 計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

第６ 短期借入金の限度額 

 １ 限度額 

   １，０００百万円とする。 

 ２ 想定される短期借入金の発生理由 

   予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への対

応や賞与の支給等一時的な資金不足への対応を想定している。 

第７ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込ま

 



 

 

れる財産の処分に関する計画 

   なし 

第８ 第７に定める財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようと

するときの計画 

   なし 

第９ 剰余金の使途 

   計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生じた場合は、病院施

設・設備の整備・改修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人材

確保事業及び人材育成事業の充実に充てる。 

第１０ 料金に関する事項 

 １ 料金 

   病院の診療料及びその他の諸料金（以下「診療料等」という。）は、

次のとおりとする。 

  (1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７６条第２項（同法第１

４９条において準用する場合を含む。）及び高齢者の医療の確保に関

する法律（昭和５７年法律第８０号）第７１条第１項の規定に基づく

方法により算定した額 

  (2) 健康保険法第８５条第２項及び第８５条の２第２項（これらの規定

を同法第１４９条において準用する場合を含む。）並びに高齢者の医

療の確保に関する法律第７４条第２項及び第７５条第２項の規定に基

づく基準により算定した額 

  (3) (1)及び(2)の規定にかかわらず、特に費用を要するものは、実費相

当額若しくは理事長が別に定める額又はその契約に定めるところによ

る。この場合において、理事長は、公共性・経済性の観点から総合的

に勘案して定めるものとする。 

  (4) 既に納めた診療料等については、返還しない。ただし、理事長が特

別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

 ２ 料金の減免又は徴収の猶予 

   理事長は、特別の理由があると認めるときは、別に定めるところによ

り診療料等の減免又は徴収の猶予をすることができる。 

第１１ 地方独立行政法人大牟田市立病院の業務運営等に関する規則（平成

２２年大牟田市規則第３９号）第４条に定める事項 

 １ 施設及び設備に関する計画（令和４年度から令和７年度まで） 

 



 

 

施設及び設備の内容 予定額 財源 

病院施設・設備の整備 総額３１４百万円 
自己資金及び大牟田

市からの長期借入金 

医療機器等の整備・更新 総額１，６２８百万円 
自己資金及び大牟田

市からの長期借入金 

 （注） 金額については見込みである。 

 ２ 法第４０条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立

金の処分に関する計画 

   前期中期目標期間繰越積立金については、病院施設・設備の整備・改

修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人材確保事業及び人材育

成事業の充実に充てる。 

 ３ その他法人の業務運営に関する特に重要な事項 

  (1) 市の施策への協力 

    市立病院として、医療に関連した市の施策に対して積極的に協力す

る。 

 


